
着実な財政運営で安定した

まちづくりを！

『声のラン』～声の「花」を咲かせましょう！

広報ちとせ９月号 　17

 財政課は、財政係、財政調整

担当主査、地方公会計制度改革

担当主査で構成し、課長以下８

人体制で市の財政運営にあたっ

ています。

　財政係は、おもに１年間の市

の事業を行うために必要な費用

とその財源の計画を立てる予算

の編成や立てた予算の補正、予

算を執行した結果を示す決算な

ど市の台所のやりくり全般を担

当しています。

　財政調整担当主査は、将来に

向けて収入や支出を見直して財

政の悪化を防ぐための財政計画

のほか、１年間の市の資金繰り

の管理、市の積立金である基金

の管理などを担当しています。

　公会計制度改革担当主査は、

新しい会計制度にもとづいて、

資産や債務などの状況を示す財

務書類の作成や学校、道路、公

園をはじめとする公共施設の資

産台帳の整備などを担当してい

ます。

　市の財政は、財政健全化対策な

どにより以前より改善されまし

た。しかし、今後、税収などの増

加が見込めず、また社会保障費な

どの支出の増加などが予想されま

す。今後も長期的な視点から安定

した財政運営に努めます。

【お問い合わせは】

財政係

主査（財政調整担当）

主査（公会計制度改革担当）
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◎ 財政課 ［本庁舎４階］

市
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あ
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ま
す
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平
成
22
年
4
月
１
日
現
在
、
派
遣
職
員
の
所
属
を
除
く)

皆
さ
ん
は
、
市
役
所
が
ど
の
よ
う
な
「
し
ご
と
」
を
し
て
い
る
の
か
ご
存
じ
で
す
か
？

【ワンポイントメモ】

市の道路管理指導員が撤去した

道路上の違法なはり紙は、今年

５月、６月の２か月で 700 枚以

上になります。なお、はり紙は

違法なものでも個人の所有物で

す。むやみにはがすことはでき

ませんのでご注意ください。

電
柱
に
貼
ら
れ
た
チ
ラ
シ
が
景

観
を
損
な
っ
て
い
ま
す
！
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ま
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を
歩
く
と
電
柱
に
貼

ら
れ
た
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ラ
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目
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ち
、
ま
た
、
以
前
よ
り
増

え
て
い
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よ
う
に
感
じ
ま
す
。

　

電
柱
の
チ
ラ
シ
は
街
並
み
の
景
観

を
損
な
い
、
気
分
が
害
さ
れ
ま
す
。

取
締
り
を
も
っ
と
厳
し
く
し
て
は
ど

う
で
す
か
？

　
「いまさら、なかなか聞けない

わ」ということはありませんか？

小さなことでも、正しく理解し

ていただくために、「イマハナ」コーナ

ーでは、皆さんのささやかな疑問にお答

えします。
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財政課長

佐
さ さ き

々木　智
さとし

２
道
路
の
電
柱
に
は
り
紙

が
目
立
ち
ま
す
が
、
ほ

と
ん
ど
は
違
法
に
貼
ら

れ
た
広
告
物
で
す
。

　

こ
の
よ
う
な
広
告
物
は
、
街
の

景
観
を
損
ね
る
ば
か
り
で
な
く
、

子
ど
も
た
ち
へ
の
悪
影
響
が
心
配

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

美
し
く
安
全
な
街
並
み
を
保
つ

た
め
、
法
律
や
北
海
道
の
条
例
に

も
と
づ
い
て
、
市
の
道
路
管
理
指

導
員
が
市
内
を
パ
ト
ロ
ー
ル
し
、

違
法
な
は
り
紙
な
ど
を
除
去
し
て

い
ま
す
。

　

最
近
、
市
街
地
で
は
貸
金
業
者

の
は
り
紙
が
増
え
て
い
る
た
め
、

市
は
、
電
柱
を
管
理
す
る
電
力
会

社
や
電
話
会
社
と
連
携
し
て
、
違

法
な
は
り
紙
な
ど
の
除
去
を
進
め

て
い
ま
す
が
、
は
が
し
て
も
ま
た

す
ぐ
貼
ら
れ
る
状
況
が
続
い
て
い

ま
す
。

　

今
後
、
警
察
に
市
内
の
パ
ト
ロ

ー
ル
を
要
請
す
る
な
ど
、
違
法
な

は
り
紙
に
対
す
る
取
締
り
を
強
化

し
、
安
全
・
安
心
で
美
し
い
景
観

が
保
た
れ
る
よ
う
努
め
ま
す
。

個人住宅の耐震化費用

の補助はありますか？

【詳細】建築課建築指導係 (24)０７５１

市は、木造住宅の「耐震診断」を行う方

に、診断費用の一部を補助しています。

【対象者】市内に住み、住宅を所有して

いる方

【対象建築物】昭和 56 年５月 31 日以前

に着工された木造戸建て住宅

【補助額】耐震診断に要する費用の３分の

２以下で、１住宅につき4万円が限度です。

　ほかにも条件がありますので、詳し

くはお問い合わせください。

《
60
歳
代
男
性
》


